（別紙１）

（第１面）

長野市移住者起業支援金事業計画書
１　申請者（法人にあっては、その代表者）の概要

	（１）EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリ),氏)　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ガナ),名)
	

	（２）生年月日
	年　　月　　日
（　　　　歳）
	（３）転入日
	年　　　月　　　日

	（４）実施形態
いずれかにチェック
	□個人事業　□株式会社　□合同会社　□一般社団法人　
□特定非営利活動法人　□その他（　　　　　　　　　　　）

	（５）現住所

申請に係る連絡先
	 〒　　　－
電話番号：
メールアドレス：

	（６）法人の所在地又は開業の住所（予定含む）
	〒　　　－


	（７）商号（個人）
会社名（法人）
	

	（８）設立・開業年月日
（予定含む）
	年　　　　月　　　　日　（　　開業済み　　・　　予定　　）

	（９）職歴
	

	（10）資格等
	

	（11）同事業以外の収入の有無
	　　あり※　・　なし
	※ありの場合、該当項目にチェック
□自営　□就労　□生計同一人の収入
□その他（　　　　　　　　　　　）

	（12）３年以上定住する意思
	　　　　　　あり　　　　　　・　　　　　　なし　

	（13）移住前の移住相談
	あり　　　　　　・　　　　　　なし　

	（14）本支援金以外の公的機関の補助金の受給
	あり※　・　なし　
	※ありの場合、補助金の名称と受給年度
　年度：
　名称：




（第２面）

２　事業の概要

	（１）事業テーマ
（30文字以内）
	

	（２）業種
（「日本標準産業分類」参照）
	大分類：
中分類：

	（３）従業員数
	　　　　　　名
	（４）資本金
[会社等設立予定の場合]
	円

	（５）事業実施地域
	

	（６）開業動機・目的
	

	（７）事業概要
　　【模範性】
	

	（８）事業実施地域に
おける当該サービスの現状
　　【模範性】
	

	（９）地域の活力の創出
他の業者や団体との連携
　　【模範性】
	

	（10）本支援金以外の資金調達先（補助金活用も含む）・調達方法
　　【実現・継続性】
	


３　事業売上計画

	（１）３年後までの計画
（会計年度、単位千円）
　　【継続性】
※寄付金、補助金は売上に算入しないこと。
	

	（２）売上高の積算根拠
　　【実現性】
※販売・仕入先も明記すること
	

	（３）売上原価・販売費
及び一般管理費の積算根拠
　　【実現・継続性】
	


指導を受けたサポート機関の名称及び担当者名

	サポート機関名
	

	担当者名
	


【留意事項】
・別添のとおり等の記載方法やホームページのURLの貼り付け等の記載は行わないこと

・別紙１は10枚以内とすること

